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は じ め に

冷戦期を通じて安全保障上の脅威として主要な関心を占めてきたのは，

米ソ間における核競争とその衝突に対する懸念が象徴する国家間の軍事対

立であったが，二極構造の消滅を契機とした国際システムの劇的な地殻変

動を経て，伝統的な脅威と並ぶ新たな課題として焦点となってきたのが非
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国家的かつ非軍事的な脅威であり，その越境的なダイナミズムにほかなら

ない。すなわち，麻薬，人身の非合法取引や海賊といった国際組織犯罪，

あるいは森林伐採や地球温暖化といった環境破壊，あるいは HIV・AIDS

や SARS，鳥インフルエンザといった感染症など，国家間の関係性を基調

とする伝統的な安全保障理論に整合しない「新たな脅威」を分析対象に包

含する「拡大と深化｣1）の潮流が広がりつつある。

新たな脅威は多岐に渡り，それぞれが一定の深刻性を帯びている課題で

あることはいうまでもないが，とりわけ東アジアの地域秩序の維持を考え

る際に問題にされるのが国際組織犯罪である。組織犯罪の越境的な態様が

学術的な関心を集めるようになったのは1990年代を迎えてからのことであ

り，国際政治学の領域においても国際組織犯罪が孕む脅威の性質を論じた

先行研究が蓄積されつつある。例えばコペンハーゲン学派の安全保障観を

源流とし，構成主義の視座から展開されてきた非伝統的安全保障研究

（non-traditional security studies）はその先駆のひとつに位置づけられよ

う。

もっとも，国際組織犯罪を対象とした非伝統的安全保障論の従来のアプ

ローチにまったく問題がないわけではない。第一に非伝統的安全保障は概

念上の不明瞭性を解消できておらず，わけても人間の安全保障概念との混

同を生じさせてきたこと，第二に多くは構成主義の視座から国際組織犯罪

が安全保障政策に包含される「安全保障化」（securitization）の過程を主

眼とするなかで，国際組織犯罪の態様そのものには必ずしも十分な関心が

寄せられてこなかったこと，そして第三に安全保障化の意義，とりわけそ

の達成が国家間関係に及ぼしうる影響に着眼した研究はいまだ著しく不足

していることを指摘せざるをえない。

こうした問題意識を前提として，本稿の課題は非伝統的安全保障の理論

的枠組みを明確化したうえで，東アジアにおいて展開されてきた国際組織

犯罪対策をめぐる地域的な安全保障化の変遷と政策上の問題点を分析する

ことにある。国際組織犯罪の実態は多面的かつ複雑な様相を呈しているが，
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本稿は今日の犯罪組織にとって収益源の中核のひとつとなっている人身取

引（trafficking in persons）を事例として考察を展開するものである。

第１章では，1980年代から現出した安全保障の多義化の趨勢を再検討し

たうえで，コペンハーゲン学派の安全保障観を基調として構築されてきた

非伝統的安全保障の理論分析を試みる。第２章では，グローバル化の進行

に伴って加速度的に発達している組織犯罪の越境的な性格に着目しながら，

かかる問題が安全保障の文脈で取り扱われるに至った構造上の背景を解明

するのに加え，これまでの国際政治学において，人身取引の態様が必ずし

も十分に検討されてこなかったことを踏まえ，その今日的特徴を俯瞰する。

第３章では，安全保障の「セクター」概念を用いながら，国際組織犯罪の

拡散が及ぼしている複合的な影響と安全保障上の客体を明示する。国境に

よって遮断されることなく，越境犯罪の脅威が拡散している状況のもとで，

一国レベルにおける対処のみによって問題の根源的な解決を図ることが不

可能であるのはいうまでもない。したがって，第４章で ASEAN 地域

フォーラム（ASEAN Regional Forum：以下，ARF）と ASEAN＋３（以

下，APT）に着眼し，近年において展開されている越境犯罪の安全保障

化とその後の地域協力の趨勢を考察する。もっとも，現段階において，東

アジア諸国が非伝統的安全保障協力をめぐって多くの障害に直面している

こともまた明らかであり，第５章ではその解消と地域協力の発展の具体化

に向けて所見を加えたい。

第１章 非伝統的安全保障の理論的考察

第１節 安全保障理論の多面化の趨勢

冷戦終結を転機とした核戦争の潜在的脅威の相対的な減退と，他方にお

ける非伝統的な脅威の顕在化を背景に，伝統的な安全保障研究を見直す必

要性を指摘した論考は多いが，これまでに提起された多様な安全保障概念

の仔細を網羅的に検討することが目的ではないゆえ，本節では非伝統的安
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全保障論と混同されることが少なくない個々の人間を中心にした安全保障

論の変遷とその限界を俯瞰しよう。

一般に，安全保障研究の黄金期に位置づけられるのが1940年代半ばから

1960年代であり，冷戦構造の深化を背景に積極的な対外関与を模索するア

メリカを中心に，「戦略研究」（strategic studies）として構築されたもの

である。すなわち，安全保障研究の主要な焦点は戦争をめぐる事象にある

とした S・ウォルトの指摘を引き合いに出すまでもなく2），国家間におけ

る軍事紛争が主たる関心事とされ，アナーキーな国際システムにおいて，

対外的に存在する脅威（撹乱要因）から国家の生存を確保することを一義

的な目的とした自助努力の具体化という形態をもって展開されたのである。

かかる時期における中心的な研究分析の課題は，核抑止であり，軍備管理

であったように，いわゆる国防のあり方に大きく偏重するものであった。

アメリカのイニシアティヴのもとに構築されてきた伝統的な安全保障理

論が，第三世界における政治環境の地域的特性を必ずしも取り込んでこな

かったことから生じた不均衡性が指摘され，発展途上国における脅威の実

態に必ずしも適合していないことを批判した論議が尖鋭化したのが，いわ

ゆる新冷戦期にあたる1970年代後半からポスト冷戦期としての1990年代中

頃にかけてである。すなわち，非西欧諸国における脅威の源泉は，概して

対外的な軍事的脅威以上に対内的に存在すること，環境や食糧，衛生と

いった多面性を特色とすること，そしてそれらは，往々にして安定性を欠

いた国家統治の手法に起因して顕在化していることが争点とされたのであ

る。かかる背景には，A・アチャリヤが言及したように，安全保障研究に

おける「二極対抗軸による分断」と「それ以外の国際政治問題」という均

衡を欠いた構図の固定化に対する懸念が強く作用していた3）。

安全保障理論の多面化の趨勢は，1994年に UNDP（国連開発計画）に

よって提起された『人間開発報告書1994（Human Development Report

1994）』を契機として，個々の人間の「恐怖からの自由」と「欠乏からの

自由」を一義的に考慮した「人間の安全保障」（human security）として
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結晶化し，広範な関心を集約するに至った。報告書では，発展途上国や破

綻国家において個々の人間の安全が必ずしも十分に保障されていないだけ

でなく，ときとして自国政府によっても国民の安全が脅かされうるという

問題意識に立脚し，経済，食糧，健康，環境，個人，地域社会，政治の各

領域において，個人の安全保障を包括的に確保していく必要性が提唱され

た4）。かかる概念は，1960年代以降において J・ガルトゥングが発展させ

た構造的暴力論（structural violence）やマルクス主義平和研究（Marxism

peace research）以来の包括的な安全保障の解釈にほかならなかった5）。

その包括性を支えるのが持続可能な人間開発の概念であり，冷戦終焉後の

平和の配当に対する期待のもと，安全保障の手段として軍備拡張から脱却

し，経済開発を中心とするアプローチへ移行していくことの必要性が提唱

され，それはまた，さまざまな局面で国際機構や非政府組織による安全保

障への関与の重要性が強調されることに連動していく契機ともなった。

他面，個人中心の安全保障に通底する卓越した規範性ないしは倫理性の

意義を強調するのは誰にとっても容易いながらも，そこに理論的な不完全

性がないわけではない。第一に，理論的には，個人の安全保障を通じて，

国家や地域ないし国際システムの秩序化が達成されるわけではない。国家

や国際システムの秩序の安定化は，必ずしもつねに個々の人間の安全保障

の延長線上に位置づけられるわけではないからである6）。人間の安全保障

が抱える課題のひとつとして，「人間の安全という観点から国家の役割の

重要性とそれに伴う負の側面｣7）を検討する必要性が指摘されてきたが，

かかる問いに対する明瞭な回答はまだ提示されていないなかで，安全保障

の客体として個人と国家を二項対立的に捉えることは必ずしも適切ではな

く，少なくとも現段階においては二元論的な理解が現実的な選択となろう。

第二に，対象となる脅威の包括性に関わる問題である。多様化の一途を

辿るグローバルな問題群に対する柔軟な適用性を支える抽象的な概念は，

半面において固有の政策として具体化することの障害ともなってきた8）。

例えば，O・ウィーバーは，安全保障の客体を規定するベースラインを個
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人に設定することに関して，あらゆる政治的ないし社会的事象が安全保障

上の潜在的な課題となってしまう弊害を指摘し，それが究極的に「政治的

に理想とされるか，あるいは必要とされる状態のすべて」ということと同

義化してしまう危険性を論じた9）。人間の安全保障は，国内レベルにおけ

る失業や対外的脅威としての武力攻撃，あるいはグローバル・レベルにお

ける核の冬など，広範囲に及ぶ問題群を対象に含む10）。その極度に包括的

な性格に起因して，理論上の対象を際限なく拡大させ，ひいてはあらゆる

政治経済ないし社会問題を包含することで無意味化してしまう危険性を批

判した主張はほかにも少なくない。さまざまな問題に対して短絡的に安全

保障のラベルを付与することで，その解決がより困難な状況に導かれてし

まう可能性は決して排除できるものではないのである。

第三に，安全保障の手段をめぐるあいまい性である。すなわち，より実

務的に，安全保障政策上の観点から見た際に，その達成手段について，必

ずしも一致を見ているわけではないことに留意しなければならない。カナ

ダ政府やノルウェー政府が提唱してきた人間の安全保障観は「恐怖からの

自由」を重視し，その実行手段として「保護する責任」の文脈に沿い，人

道的介入を肯定するものである一方で，日本政府のそれは「欠乏からの自

由」を重視し，憲法９条の制約と内政不干渉の原則の遵守に多大な神経を

払うものであるとおり，認識上の乖離が生じている。

人間の安全保障をめぐる議論は東アジア諸国においても高まりを見せ，

多彩な反応を喚起してきたが，これまで内政不干渉の原則の遵守に固執し

てきた ASEAN 諸国や中国の政治リーダーないしは政策エリートにとっ

て，人間の安全保障の手段が孕むあいまい性は，内政干渉を招きかねない

「トロイの木馬」として一定の警戒を惹起し，政策の導入に消極的になら

ざるをえない状況をうみだしてきたことは覚えておいてよい11）。インドネ

シアやマレーシア，シンガポールのように，ASEAN 諸国においては，冷

戦期から包括的な安全保障に対する関心が高かったが，それらは概して国

家中心的な理念を基調に生成されたものであった。こうした経験の歴史的

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)
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蓄積は，個人中心の安全保障観の浸透を妨げる一種のフィルターのごとく

作用しているということができよう。これは，『ARF 年次安全保障概観

2008（ARF Annual Security Outlook 2008）』において，日本政府の「人間

開発」の記述を例外に，人間の安全保障政策に関連する表現は一切看取さ

れないことが端的に示すものである。2009年度版においては，日本政府に

加え，カナダ政府，中国政府，タイ政府，EU が言及しているが，

ASEAN 諸国の消極性が目立つという点で大きな変化はない。

人間の安全保障は，安全保障研究の究極的目標に掲げられるものである

が，その具体的な実践に際してはいまだ解消すべき課題が少なくないこと

は明らかである。他面，新たな脅威の源泉を対象化する安全保障概念は，

必ずしも人間の安全保障論のみに限定されるわけではない。次節では，非

伝統的安全保障の理論的基盤を提供しているコペンハーゲン学派の安全保

障観を検討する。

第２節 コペンハーゲン学派と「セクター」，

「安全保障化」概念

近年において非伝統的安全保障研究を精力的に展開してきたのが，シン

ガポール南洋工科大学によって創設された NTS-Asia（Consortium of

Non-Traditional Security Studies Asia）である。NTS-Asia による研究の

基調をなすのが，安全保障概念を多層化させることの有効性を先駆的に指

摘した B・ブザンやウィーバーらによって構成され，スカンジナヴィアと

イギリスを中心に発達してきたコペンハーゲン学派（Copenhagen school）

である。

安全保障の包括的な定義の提示を先駆的に試み，広範な議論を巻き起こ

したのがブザンである。ブザンがその代表的著書である People, States and

Fear（2nd edition, 1991）において強調したのは，安全保障の多義的な理解

の必要性であり，それを支える分析枠組みとして提起したのが，安全保障

における相互作用を特定化する指標としての「セクター」概念である。す
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なわち，ブザンは，安全保障を考えるうえで古典的な軍事的争点に関わる

セクターのみならず，政治，経済，社会，環境に関連するセクターを新た

に包摂すべきことを体系的に論じた（図１参照）。安全保障の客体は各セ

クターによって相違し，原理的に，政治的セクターにおいては権威の関係

性，経済的セクターにおいては貿易や生産，金融の関係性，社会的セク

ターにおいては集団的アイデンティティの保護が分析対象となる12）。セク

ターは分析枠組みとしての役割を担うものであり，現実においてそれらは

必ずしも個別分散的に成立するものではなく，それぞれが緊密な連動性を

有しており，本質的に融合に向かう性質をもつことを前提としている。

ブザンは個人レベルの安全保障の必要性を見落としておらず，国家レベ

ルと国際レベルの安全保障との不可分性を認めながらも，国際システムに

おけるアナーキーな状態――「政治的秩序の脱中心的形態｣13）――は不可

避であると捉え，そこで中心的な役割を担いうるのは国家にほかならない

とする。したがって，個人は，より高度の政治組織としての国家ないしは

国際システムに依存する行為体として位置づけられ，その安全保障は，政

治社会的擬集性が低い状態にある「弱い国家」（weak states）から「強い

国家」（strong states）への移行過程で，国際社会における「成熟したア

ナーキー」（mature anarchy）が醸造され，達成に近づくというのがブザ

ンの基本的な理解である14）。

ブザンが展開した安全保障論は，脅威の多元性を指摘しながらも国家中

心的な性格を如実に示している点で，新現実主義的な分析枠組みの域にと

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)
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どまるものであり，かかる点はしばしば批判の対象となった15）。それに修

正を施したのが，ウィーバーである。ウィーバーは，ブザンによる総合的

な安全保障概念を受け継ぎながらも，それが国家中心性を過度に強調して

いることを批判的に見，安全保障化の概念を提起して構成主義的な要素を

付加した16）。

構成主義とは，行為体のあいだにおける主観の社会的相互作用の過程に

着目する立場であり，安全保障化はかかる間主観的な前提を基幹とするも

のである。安全保障化の理論は，状況に応じながら，非政治化された状態

を経て政治化された状態に置かれている特定の争点が，さらに脅威として

意識的に安全保障政策に包摂される過程を説明する分析枠組みである。す

なわち，何が脅威であるかは多分に不明確性を伴うものであり，われわれ

は現時点で，その客観的な尺度を指し示す術を持ちあわせていない。した

がって，ウィーバーによれば「言語が脅威の一義的な現実｣17）ということ

になる。

安全保障化は，セキュリタイジング・アクターによる言語行為（speech

act）を通じて展開される。セキュリタイジング・アクターの役割を担う

行為体について，コペンハーゲン学派は，政治リーダー，官僚，政府，ロ

ビースト，圧力団体といった一定の権力保持者を想定し18），安全保障の客

体については，理論的には非限定性を強調しつつも，現実においては中間

レベルの集合体として位置する国家がいまだ支配的地位を喪失していない

ことを考慮し，国家中心性を所与の状態とする伝統的なアプローチとの相

違を強調した19）。

安全保障化の達成は，オーディエンスの反応によって決定的に左右され

るものである。安全保障化は，特定の問題をめぐって展開される言語行為

がオーディエンスによって受容された場合においてのみ達成されたものと

判断され，そこではじめて「実存的脅威」（existential threat）となること

で，特例的措置としての安全保障政策の形成に結実していくこととなる。

ブザンらは安全保障化の促進環境として，内的要求，セキュリタイジン
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グ・アクターの権威的地位，主張される脅威の特徴の三点をあげている20）。

また，言語行為が受容されて以降も，争点を政治化の域にとどめて対処す

ることは可能であるとする。一方で，言語行為がオーディエンスに受容さ

れなかった場合においては，それが具体的な安全保障政策に結びつくこと

はなく，安全保障化運動（securitizing move）の域にとどまることとな

る21）。これとは逆に，脱安全保障化（desecuritization）概念が意味するの

は，すでに脅威として安全保障化されている特定の争点を政治領域へと引

き戻す過程である。脱安全保障化の理論性から推察できるのは，分析対象

となる脅威に一定の限定性を含んでおり，人間の安全保障に看取される脅

威の単線的な拡大論とは異なるということである22）。

こうして見たとおり，コペンハーゲン学派によって提起された諸概念は，

従来の静態的ないし固定的な安全保障概念をより開かれた性格にするうえ

でのブレークスルーとなり，次節で考察する非伝統的安全保障論の基軸を

提供しているという点で注目されてよい。

第３節 非伝統的安全保障論の理論体系

新しい安全保障理論の多くに付随する問題であるように，非伝統的安全

保障論についても，現段階で固有の解釈が共有されているとはいえず，理

論上の不明確性を多分に残すものである。もっとも，これまでに提起され

た先行研究から析出しうる概念上の特徴として，非伝統的安全保障は，非

軍事領域に当該し，かつ越境的な脅威を対象とするものであることが指摘

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)
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できる。関連するいくつかの定義を見てみよう。

まず非伝統的な脅威について，R・エマーズらは「ある国家から意図

的・非意図的に生ずる，他国の安全保障を脅かしうる非軍事的な脅威｣23）

であると定義している。脅威の具体例として，前出の NTS-Asia は，気

候変動，資源不足，感染症，天災，非合法移民，飢餓，人の密輸，麻薬取

引といった，一義的には非軍事的な源泉から生起する人間と国家の生存と

安寧を脅かす事象を想定している24）。つぎに非伝統的安全保障概念の特徴

であるが，大岩隆明は，一義的に安全保障に対する非軍事的な挑戦を焦点

とすること，かかる挑戦は概ねその性質として国境を越えること，そして

安全保障の対象を人間集団とすることを排除しないが，一義的には国家を

その対象とすることを述べている25）。こうした定義から導出される非伝統

的安全保障論の特色として，第一に脅威の「非軍事性」と「越境性」を共

通項として理論化が図られていること，したがって，第二に伝統的な脅威

と比して，より広範な問題群を射程とするものであることが指摘できよ

う26）。そして，その具体的な分析手法としてとくに応用されてきたのが，

安全保障化の概念に基づくアプローチであることは先にも述べたとおりで

ある。

こうして見るならば，対象となる脅威の源泉が非軍事的であるがゆえに

多元化しているという点において，人間の安全保障論と非伝統的安全保障

論に際立った隔たりはなく，多分に重複する概念であるかのごとく映るか

も知れない（表１参照）。確かに両論は必ずしも相互排除的な概念ではな

いが，安全保障の客体を構成する行為体と安全保障の供給を期待される行

為体をめぐって区別されなければならない。すなわち，非伝統的安全保障

においては，新たな脅威が国家に対するものであることが一義的な要件と

なり，脅威に対処するに際して，非政府的な行為体以上に中心的な役割を

果たすことが期待されるのも国家である。

のちにアジア太平洋安全保障協力会議（以下，CSCAP）が越境犯罪の

安全保障化に果たしてきた役割について見るように，ポスト冷戦期以降の
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国際政治を特徴づけるのが，非政府組織や国際機構による安全保障化への

関与の増大であり，多様な行為体が言語行為を試みてきたことは周知の事

実であるが，それは安全保障化の過程とその後の政策展開における国家の

中心性の消滅を含意しない。すなわち，安全保障は，その供給に際して物

理的資源ないしは能力といった制約的な要素に規定されざるをえないとい

う現実的側面が軽視されてはならず，かかる点において，いまだ国家を完

全に代替して安全保障を提供しうる行為体は存在しない27）。これは，安全

保障理論の新たな展開が伸張するなかでも看過してはならない視座として

強調されてよい。人間の安全保障が必ずしも確立された段階になく，かか

る概念に対する不信が払拭しきれていない東アジアにおいて，非伝統的安

全保障論を特徴づける国家中心性は，新たな脅威への対処を補完的に強化

していくという点で極めて重要な意義をもつものである。

すでに論じたように，従来における非伝統的安全保障研究は，わけても

安全保障化の過程に焦点を絞った分析が大半を占め，それ自体は安全保障

の拡大と深化の趨勢を解明するに重要な役割を果たしてきた。しかしなが

ら，安全保障化理論にのみ即して新たな脅威への対処法の確立が可能にな

るわけではなく，コペンハーゲン学派による研究を基調とする限りにおい

て不可避的に向き合わざるをえない問題点も見ておく必要があろう。

まず強調されてよいのは，安全保障化の概念そのものがいまだ多くの不

完全性を抱え，論争の対象となっているものであるということである。コ

ペンハーゲン学派は，安全保障化の過程は脅威の実体を反映して展開され

るものではなく，それがつねに政治的選択に規定されざるをえないという

こと，そして，かかる局面で中心的な機能を担うのが政治リーダーや政策

エリートであり，その言語表現であることを強調する。

しかしながら，安全保障を「自己準拠的な行為」（self-referential prac-

tice)28）であるとするコペンハーゲン学派の視座の基底にある政治リー

ダー中心性と言語中心性は，安全保障のダイナミズムを極度に矮小化する

ものであるとして批判を招いてきた。安全保障化運動とその達成は，ただ
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セキュリタイジング・アクターとオーディエンスの間主観的作用によって

のみ規定されるのではなく，さらにそれをとりまく構造的要素，すなわち

一国内における政治体制や国家間関係を規定する規範といった複合的な要

素から独立して展開されることはありえないといわざるをえない。付言す

るに，特定の問題が脅威として受容されるには，その実体的要素や外的現

実が一定の影響を及ぼしながら，それが行為体に認識されるに至るという

漸進的な過程を辿るものとして理解すべきであろう29）。

また，安全保障化の概念が部分的な説明しかしえない理論上の欠陥は，

その成否を判別するうえで，コペンハーゲン学派が特例的措置の展開のみ

を基準としているがゆえに具体性に欠け，それ以上に踏み込んだ政策上の

アウトプットを考慮していないということにも起因している。のちに東ア

ジアにおける越境犯罪の安全保障化の変遷に見るとおり，「安全保障の二

分化」（security dichotomies)30）の一環として，当初から積極的に対処が

模索される課題とそうでない課題とに分断され，特定の問題が相当の深刻

性を発露するに至ってから安全保障化に着手される例は決して少なくない

し，安全保障化が達成されてから即座に実効的な政策として結晶化すると

も限らない。言語表現が安全保障をめぐるダイナミズムのあらゆる側面を

規定するのではなく，むしろそれは安全保障を構成する部分的要素として

捉えておくことは重要である31）。

つぎに，非伝統的安全保障の定義に関わる問題である。非伝統的安全保

障が，脅威の源泉の非軍事性と越境性を共通項として定義される向きが浸

透しつつあることは先述のとおりである。他面，例えば赤羽恒雄が，かか

る理論を指して「社会構成員の資産と権利（例えば生命，健康，基本的自

由と市民権）を脅かす脅威すべてを対象とする」とし，そこには「物理的

脅威（例えば戦争，紛争，環境破壊，食料・栄養不足，伝染病など）と非

物理的脅威（例えば悪政，圧制，政治・経済・社会・文化的差別や自由の

制約など）が含まれる」としたうえで，さらにそうした脅威の越境性ない

し非越境性を問うていない点で，極めて広範な定義づけを試みているとお

立命館法政論集 第８号（2010年)

230



り32），人間の安全保障との相違が不明瞭な概念化が散見される。このよう

に，「安全保障の非軍事的側面を議論する際，特に守るべき目標や対処す

べき危機に関して，考慮すべき範囲をどこまで拡大すべきかについては

まったくコンセンサスが存在しない｣33）というのは，何ら誇張された主張

ではない。

これまでに伝統的安全保障の定義が必ずしも一致することがなかったこ

とを想起するならば34），非伝統的安全保障の定義が多分にあいまいさを残

していることはやむをえないともいえようが，いずれにせよ，非伝統的安

全保障概念は，細密化の余地を多く残すものであることに留意しておかな

ければならない。そうした不明確性は，学術的な混乱にとどまらず，具体

的な政策の形成に際して看過しえない現実的な課題も生じさせてきた。こ

の点については，第４章で詳述しよう。

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)
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表１ 安全保障概念の類型

伝統的安全保障 非伝統的安全保障 人間の安全保障

脅威の源泉 国家による軍事的脅威
非国家主体による非軍
事的脅威

国家・非国家主体によ
る軍事的・非軍事的脅
威

安全保障の
客体

国 家
一義的に国家
個々の人間

個々の人間

安全保障の
実行手段

国家による軍事的対応
国家による非軍事的対
応（非国家主体による
対応を排除しない）

国家による軍事的・非
軍事的対応
非国家主体による非軍
事的対応

主 要 な 例 国家間紛争
越境犯罪，感染症，環
境汚染，移民など（軍
事的脅威を含まない）

国家間紛争，内戦，越
境犯罪，感染症，環境
汚染，移民など



第２章 組織犯罪の越境化と人身取引の態様

第１節 国際組織犯罪の台頭

国際政治の複雑なダイナミズムは複数のチェス盤が並存している状態に

例えられるが，従来において看過されがちであったのが，国際犯罪組織が

活動するチェス盤にほかならない。前述の安全保障化の概念は，いつ，い

かなる状況のもと，誰が，国際組織犯罪を安全保障上の争点としたのかと

いう点を明らかにするうえでは有用である半面35），それがなぜ言語行為に

内包され，脅威として再構成されるに至ったかという背景は必ずしも解明

しえない。したがって，本章の目的は，外的現実として表面化している越

境犯罪の構造に焦点をあてることにある。

いまさら指摘するまでもなく，犯罪組織の越境的な活動そのものは何ら

新しい現象ではない。国際組織犯罪が「新たな脅威」として位置づけられ

る背景としてとくに着目すべきは，犯罪組織が活動する環境上の変化であ

る。すなわち，国際組織犯罪の台頭に決定的な影響を与えたのが，冷戦構

造の崩壊を背景としたグローバル化ないしはボーダレス化の急速な進行に

ほかならない。資本市場の国際的な自由化の進行は，合法経済の域にとど

まらず，非合法活動に関わるヒト，モノ，カネの移動をめぐる土壌の均質

化を促し，闇市場の空間的膨張を加速化させ，その結果として，越境犯罪

をまさしく「グローバル・イシューズ」の一環に変容せしめてきた。さら

に地域個別的に東アジアについて見た場合，犯罪の越境化の促進をもたら

した第二の転機が1997年のタイ・バーツ暴落を発端に拡大したアジア通貨

危機である。合法経済の停滞性の解消が容易に進まぬなかで，非合法経済

の優位性が高まりをみせ，また同時に貧困層の数的拡大に伴って犯罪に加

担する者が増大したことで，組織的な犯罪とその越境化は加速度的な発達

を遂げるに至ったのである36）。

さらに付言すると，冷戦期を通じて確立された現実主義的な思考様式の

支配的地位が及ぼしてきた影響が，顕在化する国際組織犯罪に対する方策
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の欠如の要因のひとつとなったことは明らかである。既述のとおり，国際

システムにおける主要な行為体を国家とみなし，軍事的脅威への関心を基

層とする伝統的な安全保障研究の視座に立脚する限りにおいては，非国家

的かつ非軍事的行為体に当該する犯罪組織は，必ずしも国家の安全保障を

直接的に脅かす行為体として認識されえない37）。こと犯罪組織の多くは，

政治的組織というよりは経済的組織としての性格が色濃いことを想起して

おく必要がある。すなわち，犯罪組織の非合法活動は，その結果として政

治的脅威となることこそあれ，一義的な目的は組織の安定化を図るうえで

欠かすことのできない経済利益の継続的な確保にある。かかる性質を前提

に，犯罪組織が「多国籍企業」に例えられることは既知のとおりである。

それでは，そもそも国際組織犯罪とはいかなる事象を指すものであるの

か。1990年代を迎えて以降，多角的な視座から国際組織犯罪の定義化が試

みられてきたが，一致した見方はいまだ確立されていない。実際問題とし

て，その活動の態様は変動的であることから単純に類型化しうるものでは

なく，あまり固定的な見方に整合しないし，むしろ，そのこと自体が国際

組織犯罪の特性のひとつであるといえるのかもしれない。その実態は極め

て流動的であり，常態的に離合集散を繰り返す，いわば「organizing｣38）

される集合体として捉えておくことがもっとも現実に整合しよう。

とはいえ，今日における国際的な非合法活動に共通点がまったく存在し

ないわけではない。こうした越境犯罪の多くは柔軟性と不確実性という共

通項によって支えられており，そうした流動性の高いネットワークの脱国

家的な結合は，疑うまでもなくグローバル化が孕む性質が収斂した結果と

して顕在化している現象であるといってよい。かくして，国際組織犯罪の

以下の特色が生起している。

第一に，活動の態様の不可視性である。その淵源にあるのが情報網のグ

ローバルな緊密化であり，それゆえに非合法活動はますます巧妙化し，正

確な状況把握を困難な状況に導いてきた。人身取引もその例外ではなく，

電子メールを用いた売買が展開されていることが指摘されており，これは

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)
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犯罪組織がグローバルなネットワークを拡張し，着実に国際的な相互依存

関係を深化させていることを意味している。例えば日本においては，暴力

団との間に，近隣東アジア諸国の犯罪組織はもとより，ロシア，イラン，

コロンビア，ナイジェリアの組織など，文字どおり多国籍的な共助関係が

生成されてきた39）。また活動の不可視性は，犯罪組織の伝統的なヒエラル

キー構造が漸進的に溶解し，より柔軟な組織構造へと変容していることで

も増強されている40）。日本における例として想起しておきたいのは，暴力

団の傘下に置かれ，合法企業の装いのもとに経営される「企業舎弟」の増

加である。

第二に，地理的な広範性である。ことに国際的な物流ネットワークの拡

大は，これまで以上に広範な地理的空間において膨大な量に及ぶ非合法取

引を迅速に成立させることを可能せしめ，効果的な取締りを難しくしてい

ることを指摘しておかなければならない。企業活動の態様と軌を一にした

犯罪組織の海外進出は，近年においてさらに顕著になっている。例えば，

世界的な観光都市であるタイ・パタヤにおける風俗産業と密接なつながり

をもつバーのおよそ７割は外国人が所有し，各国のマフィアによる縄張り

争いが激化しているという41）。すでに述べたとおり，ブザンは一国内にお

ける政治社会的擬集力に関わる要素に基づいて「強い国家」と「弱い国

家」を差異化し，両者の間における安全保障能力の格差を論じたが，犯罪

組織による非合法活動の流入を容易に招くループホールが集中するのは後

者にほかならない。

もっとも，これは先進諸国が越境犯罪の負の影響から無縁であることを

意味しない。例えば三合会や蛇頭に代表される香港や中国の犯罪シンジ

ケートは，巨大な単一ネットワークを広範に拡張している好例であり，そ

の活動範囲は東アジア諸国にとどまらず，アメリカやヨーロッパ諸国にま

で及んでいる。

第三に，上述の二点に支えられて顕在化している特色が，活動の質的多

様化である。とりわけ非合法活動の多角化を促進しているのが，産業技術
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の高度化である。例えばサイバー犯罪は，その象徴的な現象であろうし，

深刻化する国際組織犯罪は，ほかにもマネー・ロンダリング，小武器や麻

薬の取引，森林の違法伐採，知的財産権の侵害など多面的な様相を呈して

おり，それらのいずれもが不可視的に，広範な領域で展開されているもの

である。

このように，犯罪組織の資金源となる非合法活動は多岐にわたるが，こ

とに喫緊の課題として看過できないのが，国境を越える人身取引の展開で

ある。近年における人身取引は，麻薬取引に次ぐ利益を生み出していると

もいわれ，犯罪組織の持続的な維持と発展を支える資金源の主要な獲得手

段のひとつとなっている一方で，その実態について国際政治学の立場から

は必ずしも十分な関心が払われてきたわけではないことを考慮し，次節で

は東アジア地域における取引の態様を一瞥したい。

第２節 東アジアにおける人身取引の態様

既述のとおり，犯罪組織の越境的な活動そのものは何ら新しい現象では

なく，人身取引もその例外ではない。とはいえ，前述の国際組織犯罪の特

色がもっとも色濃く見受けられるのが人身取引にほかならず，グローバル

化の影響のもと，国境を越えて取引される者は年間で60万人から80万人以

上にのぼり42），世界に存在する被害者は少なく見積もっても240万人を超

えると推測されている43）。

ことに東南アジア地域は，「地下利権の地域共同体｣44）がどこにもまし

て確立されている領域にほかならない。東南アジアにおいて活動する犯罪

組織の収益は，一世紀以上にもわたり，麻薬取引によって大きく支えられ

てきたが，「黄金の三角地帯」を中心に行われていたケシ栽培に対する重

点的な取締りが奏功してきた一方で，対策の不徹底さが目立ち，より多く

の利得が期待できる人身取引に移行している可能性が指摘されてきた45）。

東南アジア域内における年間の取引被害者数は，およそ20万から22万5000

人に達するとされている46）。
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人身取引の手法は必ずしも一様ではないが，あえて大別するならば三段

階を経て展開されているといえよう。第一段階は，被害者のリクルーティ

ングであり，ここでは往々にして脅迫や欺罔といった手段が用いられる。

例えば家政婦やモデル，飲食業などにおける仕事の斡旋を装って募集され，

ここでは犯罪組織と直接的な繋がりを有するリクルーターのみならず，親

族や知人による勧誘も決してめずらしくはない。

第二段階で被害者は，合法ないし非合法移民として送り出し国から受け

入れ国へと移送される。移送に際して，受け入れ国における水際対策の態

様いかんで中継国を経由する場合もある。例えば，日本が受け入れ国とな

る事例においては，送り出し国からシンガポールやマレーシア，中国，香

港，韓国などを経由して取引される事例が指摘されている47）。

第三段階において被害者は受け入れ国に入国し，多額の借金の返済義務

を課されたうえでさまざまな形態の強制労働に従事させられることとなる。

被害者は，借金の返済の完了を経て解放されたり，あるいは新たにリク

ルーターとして取引に関与したりする。もっとも，取引はここで完結する

とは限らず，犯罪組織にとっては被害者の「転売」を繰り返すことによっ

て持続的な利得の確保が期待できるという点で，従来において資金源の主

流に位置してきた麻薬取引とは少なからず性質を異にしていることは強調

しておいてよいであろう。

国境を越える人身取引の対策が極めて困難である理由は，上述の越境的

な性格は指摘するまでもなく，ほかにも多様な問題が複合的に絡み合うこ

とで成立しており，重点的に対処すべき要因が必ずしも一つに絞られない

という点に潜んでいる。取引は，被害者を送り出し国から押し出すプッ

シュ要因と受け入れ国へと引き寄せるプル要因が相互作用することで加速

する。代表的なプッシュ要因としてあげられるのが，経済格差を主たる誘

因に増大するヒトの国際的な移動である。越境的な人身取引は，労働力の

国際移動ルートとほぼ軌を一にして行われていることが明らかになってい

る。具体的には，フィリピンやタイ，インドネシアといった開発途上国を
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送り出し国とし，地域内において発展水準が相対的に高い韓国や日本など

を受け入れ国とするのが，東アジアにおける越境取引の主要な特徴であ

る48）。また，図には示されていないが，近年においては中国と韓国から日

本へ向かうルートが発達しつつある。

つぎにプル要因であるが，東アジアにおいて被害者の最大の受け入れ国

となっている日本について見た場合，犯罪組織と緊密なつながりをもつ性

産業の発展水準が高いこと，それと関連して犯罪組織と市民社会の緊張関

係の希薄性が歴史的に醸成されてきたことが指摘しえよう。そのほかにも，

例えば電子メールによる注文を通じた花嫁（mail order bride）の調達は

往々にして男性側の経済需要に沿って行われており，取引された女性が農

場での労働や男性の両親の介護を強制されていることが報告されている49）。

UNODC（国連薬物犯罪事務所）の推測によると，被害者の79％が性的搾

取，18％が他の形態の労働を強いられているという50）。

さらに，取引に際して特殊な知識や技能を要しない点で関与するうえで

の敷居が低いことが付言しえよう。例えば一部の中国マフィアによる人身

取引は「取引と発展モデル」（trade and development model)51）として特

徴づけられ，被害者を勧誘，債務奴隷化し，売春宿を割り当てるまでを一

元的に担うことで多大な利益を獲得することに成功している。また，犯罪

組織の構成員や風俗営業に関与する業者，ブローカー，リクルーターのみ

ならず，警察関係者や入管関係者，政治家，法執行者を取り込んで展開さ

れていることからも分かるように，政治的腐敗が極めて大きな要素として

取引の成否を左右していることも重要な特徴である。

人身取引を横行させる要因は，政治経済領域における不均衡性に限られ

ない。例えば天災である。東アジアにおける直近の事例として，2004年12

月のスマトラ島沖地震ののちの社会的な混沌状態を背景とした治安の悪化

に乗じて，孤児の取引の増加が懸念されたことは記憶に新しい。このとお

り，取引の増大に拍車をかける要因は，社会一般に広範に潜在化している

ことが指摘できよう。
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かくして越境的な取引ネットワークは，現段階においては地域的な性格

が色濃いながらも，着実にグローバルな拡張を遂げ，緊密に結合しつつあ

る。1980年代の時点において，日本に流入する被害者の大半は東南アジア

諸国を送り出し国としていたことを考慮するならば，グローバル化の趨勢

に沿って越境的な取引ルートが多面化し，実効的な取締りを困難にしてい

ることがわかるであろう。ILO（国際労働機関）の推計によると，人身取

引に関与する組織が得る利益の総額は年間で320億ドルにも達するとい

う52）。こうした実態から容易に推察しうるのは，国際組織犯罪が及ぼす脅

威を解消していくにあたり，人身取引対策が極めて緊要な意味合いを帯び

ているということにほかならない。

第３章 国際組織犯罪の脅威の様相

今日の犯罪組織は，前章で考察した人身取引はいうに及ばず，そのほか
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出所：June JH Lee, Human Trafficking in East Asia : Current Trends, Data Collection, and

Knowledge Gaps, in Frank Laczko and Elzbieta Gozdziak eds., Data and Research on

Human Trafficking : A Global Survey (International Organization for Migration, 2005) p.
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にもさまざまな活動を通じて利益を確保し，組織の持続的な維持を企図し

ているが，その影響は当然ながら多層的であり，非伝統的安全保障の視座

から守るべき対象も一様ではない。そのような国際組織犯罪の複合的な性

質を整理し，明示するうえで，ブザンが提示したセクターの概念は一定の

有効性が認められるものである。したがって，東アジアにおける越境犯罪

の安全保障化の変遷とその成果を見るまえに，本章では各セクターにおけ

る安全保障の客体の所在を検討したい。

越境犯罪の横行は，巨視的に見ると，国家による政治的統治の正統性な

いしは機能性を相対化しているということ，それと並行して合法経済シス

テムの信頼性を根底から揺るがしているということから，わけても政治的

セクターと経済的セクターを跨ぐ安全保障上の課題として理解されよう。

第１節 政治的セクターに対する影響

政治的セクターにおける基本的な問題として，犯罪組織の強大化は国家

権威を相対化させる直接的な要因になりうる点が指摘できよう。これは，

とりわけ政府の権威構造が脆弱な国家において，代替的に犯罪組織の権威

が浸透していることを意味し，以下の二点で脅威として認識されるもので

ある。

ひとつは，政治と腐敗の関係性である。P・ルプシャが指摘するとおり，

政治領域における腐敗は犯罪組織にとって酸素のごときものであり，決し

て欠かすことのできない肝要な要素にほかならない53）。犯罪組織が最低限

の課題として抱えるのは，非合法活動の基盤を置く国家において，腐敗の

システム化ないしは制度化を確保することである54）。このような腐敗の蔓

延と定着化は，ただ発展途上国内における民主的な統治システムの深化を

阻害するだけにとどまらず，東アジア全体の地域秩序を不安定化せしめる

問題として捉えておくことが重要である。別言すると，弱い国家の自助努

力のみによって犯罪組織の構造化された影響力を解消に至らしめることは

不可能に等しく，多国間協力の必要性が強調されなければならない理由は，
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かかる点によるところが大きいといえよう。

これと強く相関して，いまひとつに，発展途上国における犯罪組織の影

響力の浸透は，市民社会の着実な形成と発展の阻害要因ともなっている側

面である。例えば犯罪組織が潤沢な資金源をもとに，貧困層を中心とした

市民に対して医療福祉やインフラ整備を提供し，広範な支持を確保しなが

ら懐柔をはかることで主従関係の構築が進行していることが指摘されてき

た55）。すなわち，地域によっては市民が犯罪組織に対して極度に依存性を

高め，非対称的な信頼関係が社会的基層となっているともいうべき構造が

深化しているのである。これは，ただ政府の統治能力を著しく相対化させ

るということのみならず，犯罪組織の人員拡大が不断に促進されていると

いうことも意味している。

同様の傾向は，濃淡の差こそあれ，日本についても指摘されてきた。日

本における犯罪組織の活動は，明治から昭和初期においてはしばしば暴力

を伴う圧力が行使されてきたが，戦後以降の傾向として金銭の受け渡しを

中心としたより穏健な政治への介入に移行し，定着している56）。こうした

「政治―犯罪関係」（politic-crime nexus)57）は，表面的には政府組織と犯

罪組織の相互扶助的な様相を呈しながらも，より深層的には，前者の脱権

威化とそれに反比例した後者の権威化の進行の契機となってきたのである。

第２節 経済的セクターに対する影響

組織犯罪のグローバル化は，経済的セクターにおける安全保障上の問題

ともなっている。地下金融システムの発達を背景としたマネー・ロンダリ

ングの横行は，違法に取得された資金を文字どおり洗浄し，巧妙に捜査の

網をすり抜けて犯罪組織の維持や活動範囲の拡張に利用することを可能せ

しめている。これはいうまでもなく，合法経済の信頼性を根底から揺るが

し，経済ないし金融領域における基盤システムを侵害し，その発展と深化

を多分に阻害することに直結する。こうした状況は自由貿易とその基調と

なるべき公正な自由競争を根底から揺るがしながら混乱をきたすものであ
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り，その修復には多大な政治経済ないし社会的コストを伴うことが認識さ

れつつある58）。

人身取引を含む非合法の取引とマネー・ロンダリングは表裏一体に相関

し，不可分の関係性にある。それをとくに支えるのが，合法企業を偽装し

たり，無免許のもとに稼動したりしている地下銀行システムである。例え

ば，イスラーム文化圏において発達しているハワラは，利用者側に身分照

会の必要がないことから犯罪組織間の取引の決済にも広く用いられ，巨額

の送金が行われることが少なくない59）。このように，その地下的な性格ゆ

えに犯罪組織にとって極めて有用性が高い「ノン・レジーム｣60）の構築は

急速な勢いで発達を遂げており，程度の差こそあれ，「マフィア資本主義」

はすでに世界の広範な地域で浸透していると見てよい。

かくして，文字どおりグローバルな拡散をたどる脅威に対処すべく，

1990年代初頭から先進諸国を中心として国際組織犯罪の安全保障化は着手

され，そのうねりが地域レベルに波及していくなかで，東アジアにおいて

も多国間協力の構築が模索されてきた。以下でその態様をみていこう。

第４章 地域協力の現段階

第１節 非伝統的安全保障協力の形成

既述のとおり，東アジア地域は人身取引がもっとも深刻化している状況

に置かれているといってよく，流動化する取引ネットワークの態様を踏ま

えるならば，一国内における対策はもとより，多国間で犯罪組織に対する

包囲網を緊密化し，非合法活動の空間的拡大の余地を狭めていくことが必

須の課題となる。

グローバル・レベルにおける国際組織犯罪の安全保障化の試みは，ポス

ト冷戦期を迎えてから急激な勢いで本格化する。例えば G８においては，

1994年のナポリ会議で国際組織犯罪に関してはじめて言及がなされ，翌年

のハリファックス会議で「上級専門家会合」（リヨン・グループ）を設置，
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国際組織犯罪対策に関する司法ないし法執行制度整備をめぐる提言等の役

割が付与された。さらに1996年のリヨン会議では「国際組織犯罪と闘うた

めの 40 の勧告」を提起して国際犯罪組織対策の総合的な指針を固め，

1998年のバーミンガム会議における「国際犯罪特別声明」の発表に至って

いる61）。かかる趨勢を肝要な契機として，アメリカや EU，国連を中心に

国境を越える犯罪の安全保障化に向けた議論が加速度的に展開されるにし

たがい，東アジアにおける地域協力の争点にも浮上するに至った。

もっとも，よく指摘されるとおり，東アジアにおいては，従来から包括

的な安全保障に対する関心が低くなく，これは越境的な組織犯罪がこれま

でにまったく放任されてきたわけではないという事実にも示される。例え

ば1978年の時点で ASEAN に設置された社会開発委員会（COSD）が，麻

薬取引の抑止に向けた地域協力に着手していたことは注目されてよい。と

はいえ，これは例外的な試みにしか過ぎず，東南アジア地域を超えた広が

りを遂げることはなかったがゆえに不十分さが否めないものであったし，

視点を東アジアに広げると，人身取引を含む大半の国際組織犯罪をめぐる

政策形成はあくまでも周縁的な課題とされ，低調なままに推移してきたと

いわざるをえない。

その直接的な背景として無視できないのが，冷戦構造の残滓が及ぼす影

響に規定された地域的な政治環境の特異性である。既知のとおり，ポスト

冷戦期を迎えた東アジア諸国が喫緊の課題として即座に向き合わなければ

ならなかったのは，非伝統的脅威への対処以上に，かかる地域におけるア

メリカの軍事的プレゼンスの漸減に伴って醸造された力の空白の埋め合わ

せという，極めて伝統的な安全保障上の課題にほかならなかった。実際に，

東北アジアにおける非伝統的安全保障協力の主流は依然として二国間協力

であり，サブ・リージョナルなレベルで実効的な協力は発達していない。

このことは，非伝統的安全保障分野における地域協力が，伝統的な安全保

障環境から独立して成立しうるものではないことを示している。

かかる政治状勢を総体的に踏まえると，東アジアにおいては，伝統的な
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安全保障領域に属する未解消の課題があまりに多く，国家間の軍事衝突の

蓋然性が完全に消え去ったとはいい切れないなかで，非伝統的脅威の安全

保障化が一定の制約を伴わずにはおかないということである。こうした状

況を論拠として，地域における非伝統的安全保障の必要性に言及すること

が，「優先順位の錯誤｣62）であり「現実逃避｣63）であるとする主張が提起

されることは，それほど驚くに値しないといえるのかもしれない。

しかしながら，それは非伝統的安全保障分野に該当する脅威が孕む深刻

性の水準が必ずしも一様でない側面を軽視し，過度に画一化しているとい

う点で的確性を欠いた立論であるといわざるをえないし，非伝統的安全保

障をめぐる地域協力は，伝統的な安全保障の重要性を直結的に否定するこ

とを含意するものではない。なによりも，漸進的にではあれ，これまでに

伝統的安全保障と並行して国際組織犯罪の安全保障化は模索され，かかる

争点を脅威として捉える認識が深化し，地域協力が一定の進展を見せてい

ることを看過すべきではないであろう。

東アジアにおける国際組織犯罪の安全保障化は，「Pax ASEANA｣64）の

一環として，ASEAN が中心的なセキュリタイジング・アクターの役割を

担いながら推進されてきた。東アジアにおける人身取引の安全保障化の始

点は，1997年７月の第２回 ASEAN 非公式首脳会議で採択された

「ASEAN ヴィジョン 2020」であり，それに基づく「越境犯罪に対する

ASEAN 宣言」である。宣言では，越境犯罪が地域の安定性と発展，法の

支配と人々の安寧の維持に致命的な影響を及ぼすことに対する懸念が明示

され，従来において主流であった二国間協力に加え，多国間協力の強化の

もとで情報交換や政策調整を中心とする地域的な対策の必要性が謳われた

点で，東アジアにおける国際組織犯罪対策の基軸として位置づけうるもの

である65）。1998年には「越境犯罪の予防と抑止に関するマニラ宣言」が提

起され，翌年７月には「越境犯罪撲滅のための ASEAN 行動計画」によ

り，従来的な一国ないしは二国間レベルにおける対策を多国間協力に基づ

く政策形成に拡張させていくうえでの土台が提示された。こうした趨勢は
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越境犯罪個別にも波及しており，2004年11月には，被害者保護に関わる項

目を中心に構成される「とりわけ女性と子どもに対する人身取引に関する

ASEAN 宣言」（以下，「人身取引に関する ASEAN 宣言」）を採択，地域

レベルにおける取引対策の総合的な基本方針が固められた。

もっとも，安全保障化が達成され，越境犯罪が脅威として論議に包摂さ

れたとしても，それが十分条件となるのではなく，さらなる段階として安

全保障分野における具体的な協力の形成に連関させることが肝要となる66）。

かかる点を念頭に，次節では ARF と APT における対策の進展を中心に

検討しよう。

第２節 ARF と ASEAN＋３による対策

非伝統的安全保障は，非軍事的な協力に基づく対処を特色とすることか

ら分かるように，多角的な進展を見せている。周知のとおり，ARF は，

安全保障領域における地域協力を目的として1994年に設置された対話の枠

組みであり，東アジア地域の枠にとどまらないアジア太平洋レベルにおけ

る加盟国を抱えるに至り，包摂の原理のもとで，まさしく「all- inclu-

sive｣67）なシステムともいうべき拡張を遂げてきた。ARF においては，

対外的な脅威以上に，内的な脅威の対処を主眼に制度構築が模索されてき

たことは強調されてよく68），早期から非伝統的脅威を視野に入れた政策協

力の可能性が模索されてきたことは注目に値する。人身取引がグローバル

な範囲に伸張していることを踏まえるならば，ダイアローグ機能が中核的

要素を占めるものの，ARF の枠組みは決して過小評価できるものではな

い。

ARF における安全保障化の変遷であるが，第２回年次会議（1996年）

において国境を越える犯罪活動を議題とする方向性が示されたことを契機

として継続的に討議が積み重ねられ，第８回年次会議（2001年）において，

越境犯罪が経済発展ならびに社会の安定化にとって脅威になりうるという

認識が共有されるに至った。加えて，2000年４月にシンガポールで開催さ
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れた「越境犯罪に関する専門家会合」（Experts Group Meeting on

Transnational Crime）の開催を皮切りに，これまでに非伝統的安全保障に

関連した複数回のセミナーが開催され，新たな脅威に対する理解の共有の

促進が図られている。

そればかりではない。ASEAN は，2003年10月の「第二 ASEAN 協和宣

言」の採択に基づき，2015年までに ASEAN 政治・安全保障共同体，

ASEAN 経済共同体，ASEAN 社会・文化共同体の三本柱で構成される

「ASEAN 共同体」（ASEAN Community）の構築の実現を目指している。

とりわけ注目されるのは，ARF との相乗作用が前提とされる ASEAN 政

治・安全保障共同体が，重点的に対処すべき課題のひとつとして，とりわ

け越境犯罪などの非伝統的安全保障上の争点を掲げ，刑事問題をめぐる相

互法的協力に関する条約の批准やその ASEAN 条約化などを模索してい

ることである69）。また ASEAN 社会・文化共同体においては，移住労働

者の権利保護の側面から，人身取引に関与している疑いのあるリクルー

ターやエージェントのブラックリスト化に着手することが決定している。

これは，東アジアにおける人身取引対策に個人の安全保障の観点が必ずし

も欠落しているわけではないことを示唆していよう。

ARF における国際組織犯罪の安全保障化は，半官半民としての色彩が

濃いとはいえ，非政府組織によって支えられてきた側面に目を向けておく

ことも重要である。ARF における討議との緊密な連携を展開し，トラッ

クⅡ外交を象徴する存在である CSCAP は，2005年12月の第５回総会にお

いて人身取引を議題のひとつとしたほか，オーストラリア，ニュージーラ

ンド，フィリピン，タイを共同議長国として越境犯罪を対象にした作業グ

ループを設置し，覚書の提出を通じてARF 高級事務会議（ARF・SOM）

に政策提言を行っているとおり，セキュリタイジング・アクターの一翼を

担ってきたと評価するに十分な役割を果たしてきた70）。

国際組織犯罪に対する安全保障化の試みは，APT においても展開され

ている。周知のとおり，APT の樹立は，アジア通貨危機の発生とその深
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刻化を直接的な経緯としており，当初においては，経済ないし金融領域に

おける地域協力を中心的な関心事としていた。APT における越境犯罪の

安全保障化の契機となったのが，第６回 APT 首脳会議（2002年11月）に

おいて，中国政府が越境犯罪等の非伝統的脅威を議題として扱う案を提起

したことであり，「越境犯罪に対する ASEAN 宣言」に基づいて設置され，

越境犯罪対策をめぐる最高意思決定機関とすることが目標化されている

「国境を越える犯罪に関する ASEAN 外相会議」（以下，AMMTC）に並

存するかたちで，2004年に日本と中国，韓国を加えたAMMTC＋３が設置

されるに至った。隔年開催のかかる制度は，東アジアにおける国際組織犯

罪の深刻化に対して域内諸国自身の危機意識が醸成されつつあることの証

左として捉えることができよう。オン・ケン・ヨン ASEAN 事務局長

（当時）が語ったところによれば，AMMTC＋３が発足した当初において

は，わけてもテロと麻薬取引対策への関心が高かったとされるが71），その

ほかにも人身取引，海賊，武器取引，マネー・ロンダリングといった八分

野の越境犯罪が論議の対象として取りあげられてきた。

AMMTC＋３によって立案される行動計画の具体化や，関係国間の政策

に矛盾が生じることを防ぐうえでの調整機能を委ねられているのが，年次

開催の「国境を越える犯罪に関する高級事務会議」（以下，SOMTC）で

ある。AMMTC および AMMTC＋３の開催前にもたれる SOMTC は，そ

の内部にアドホック作業部会やタスク・フォースを抱えており，2002年５

月には，人身取引，麻薬取引，マネー・ロンダリング，海賊，武器取引，

テロ，国際的な経済犯罪，サイバー・クライムを優先的に考慮した「ワー

ク・プログラム」を策定し，各国がとるべき行動指針を示している。また，

人身取引作業部会との連携のもとに，前述の「人身取引に関する ASEAN

宣言」のさらなる質的向上を模索してきた。そして，統括的な立場から機

能調整の役割を担い，円滑な政策形成を支えているのが ASEAN 事務局

である。

ARF と APT を比した際に注目すべきは，後者が東アジア諸国に限定
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された編成のもとに討議が重ねられ，少なくとも外観上は，「越境犯罪対

策の東アジア共同体」ともいうべき枠組みを形成している点であり，それ

はすなわち，東アジア諸国による自発的な非伝統的安全保障協力の試金石

として観察することができるものである。AMMTC＋３の第４回会議

（2009年11月）において，ASEAN 共同体との関連で議論が展開され，＋３

構成国による協力の有効性が確認されているとおり，日本と中国，韓国の

存在意義は大きく，今後の政策協力の進展は注目されてよい。

こうして見たように，人身取引をめぐる安全保障化は多面的な広がりを

見せてきた。しかしながら，こうした趨勢がただちに政策の実効性に直結

するわけではなく，対処すべき課題は少なくない。以下では，安全保障化

の達成以後において政策形成を阻害している構造要因を中心に検討しよう。

第３節 対策の問題点

1990年代を迎え，東アジアにおいても国際組織犯罪の安全保障化が急速

に追及されるに至り，少なくとも政策形成の基盤となる制度構築に一定の

成果が見られることは確かである。しかしながら，今後の進展の楽観を許

さない課題も浮上している。

第一に，ARF と APT に共通する問題として，ASEAN の中心性が及

ぼす影響を指摘しておかなければならない。ASEAN が介在する意思決定

は，周知のように，内政不干渉や自発的な参加を前提とする緩やかな連帯

に基づく信頼醸成とコンセンサス方式による意思決定を特色とした

ASEAN ウェイを基底に展開されてきた72）。ARF であれ APT であれ，

かかる方式を反映しているのが，討議を通じてもたらされる「成果」以上

にそこに至るまでの「過程」を通じた信頼醸成を重視する志向であり，そ

の固定化である。

かかるシステムは，地域における多様性に配慮した意思決定という点で

極めて重要な意味合いをもつ一方で，迅速な政策形成を支えるコンセンサ

スの確立を少なからず阻害するというジレンマを生じさせており，こうし
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た制度上の脆弱性は，わけても越境犯罪のように動態的な課題に対処する

うえで致命的な深刻性を伴わざるをえない。山影進が ARF を指して，

「極言すれば」と前置きしながらも，「ASEAN の，ASEAN による，

ASEAN のための制度｣73）であると評言し，またその名称からも明らかな

とおり，議長国を務める ASEAN がシステム内において及ぼす影響力は

絶大であり，上述のジレンマが構造的に組み込まれている状況にある。い

うまでもなく，APT においても，こうした ASEAN システムの機能的な

限界が ARF と同様に露呈せざるをえない。加えて APT は，東南アジア

に対する影響力の確保をめぐり，日本と中国の国益追求が拮抗する場とも

なっており，それは地域的な問題の解決や共同体構築に対して共通認識を

確立することの障害ともなっている。

内政不干渉の原則への固執に対する異論が ASEAN 内部にまったくな

いわけではなく，1998年７月の第31回 ASEAN 外相会議以降，マレーシ

アやフィリピン，タイを中心として ASEAN ウェイの見直しの提唱が現

出してはいるが74），必ずしも多数派を形成するには至っていない。既述し

たように，コペンハーゲン学派によれば，安全保障化とは，その前段階の

政治化の過程には見られなかった例外的措置，原則を超えた行動とそれに

対するオーディエンスの許容を伴うものであるという。したがって，

ASEAN が安全保障化を達成して以降において，少なからずとも従来の機

構原理の改革を回避しながら地域協力を追及してきたことは，これまでの

取組みが徹底性に欠けるものであり，人身取引を安全保障化した意義を希

薄化させていることを示唆している。

第二に，国際組織犯罪対策の地域的な機運が隆盛し，ASEAN を中心と

してさまざまな形で制度化が模索されているなかでも，ASEAN 諸国は依

然として弱い国家の域を脱するものではなく，犯罪組織の越境的な活動の

プラットフォームとなっていることが憂慮されよう。多くの ASEAN 諸

国における腐敗のシステム化が対策の大きな障害となり，政治‐犯罪関係

の現状維持志向が色濃く残存するなかで，越境犯罪に対する危機認識の醸
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成やさらにその背後にある多国間の利害関係の調整を図ることは必ずしも

容易な作業にならない。他面，ASEAN の中心性は，ASEAN 自身のシス

テム的な強靭性によって確立された構図であるというよりは，その代替と

なりうる地域的な枠組みの欠如という消極的な理由によって支えられてき

たところが大きいという点を確認しておくことも重要である75）。すなわち，

ASEAN を中核とする地域協力の構図は域内大国が担う役割を不当に相対

化することを意味しないし，次章で見るとおり，ASEAN 自身もそうした

状況を望んでいないことには留意しておく必要がある。

かかる問題と連動して第三に，関係各国の組織犯罪に対する脅威認識に

いまだ著しくばらつきが認められることを指摘せざるをえない。9.11 同

時多発テロ事件を契機にグローバルな対テロ戦争に対する関心が複雑に交

錯するなかで，東アジアにおいても安全保障の二分化がなされ，他の越境

犯罪への対応が少なからず相対化されてきたことは否定しがたい。かかる

傾向は一国レベルにおいても看取される。すなわち，エマーズが指摘する

とおり，わけても ASEAN 構成国のなかには，いまだ国際的な基準と照

合した際に人身取引の犯罪化（criminalization）さえ不十分な国家が少な

くない76）。

こうしたなかで，ASEAN 関連機関との連携の緊密性を高めていくこと

は重要である。とりわけ注目されるのが，1981年に設立された ASEAN

警察長官会議（以下，ASEANAPOL）の役割である。近年において

ASEANAPOL は，国際組織犯罪対策一般として組織犯罪の手法ないしシ

ンジケートに関する情報共有を目的としたデータベースである電子

ASEANAPOL（e-ADS）の充実化やインターポールとの相互協力といっ

た機能強化，人身取引対策として国境警備の強化や取引に関与するエー

ジェントの情報交換の推進などに取り組んでおり，多様化する越境犯罪に

対して現実的な危機認識を醸成し，各国間で共有を図っていくことが必要

とされよう。

そして第四に，現段階において，非伝統的安全保障上の課題の範囲を確
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定できていないことがあげられる77）。換言すると，非伝統的安全保障領域

に該当する脅威の共通認識に乏しく，政策形成に欠くことのできない大枠

が不明瞭なままに残されている。定義のあいまいさは，多様な非伝統的脅

威への柔軟な対処を可能にするとして好意的に見る向きもあるが78），それ

が何ら弊害を伴わないわけではない。実際に，概念上の不透明性に起因し

て，ARF の場で非伝統的安全保障上の争点を扱うことで伝統的安全保障

に対する関心が削がれるのではないかとの警戒を一部で招き，結果として

これまでに一定の妥協的措置がなされてきた。例えば，1996年末頃から

ARF プロセスの第二段階にあたる予防外交の定義と原則の策定を委ねら

れた CSCAP においては，伝統的な安全保障問題を優先させることを主張

する声に押され，議長サマリーに「非伝統的安全保障」の文言は盛り込ま

れず，「人道に関わる問題」という表現に収めざるをえなかった79）。安全

保障の展開に付随する種々の制約的要因を踏まえるならば，対象化する脅

威の明確性を高め，一定の限定性をもたせることは避けられない課題であ

るといわざるをえない。非伝統的安全保障の枠組みの明確化は，かかる概

念に沿って選択可能な手段のあり方の明示につながっていくことになろう

し，それは ARF と APT にとり，国際組織犯罪を安全保障化したことの

意味合いを再確認するための布石としての意義をもとう。

これまでと同様，人身取引対策をめぐる地域協力をめぐって中核的な役

割を果たしていくのは ASEAN であろうが，上述の諸点を考慮すれば，

地域内大国の関与のあり方がひとつの鍵となろう。次章では，東アジアに

おける非伝統的安全保障協力をめぐって日本の果たしうる役割にも着目し

ながら，そのさらなる発展に向けた展望を検討しよう。

第５章 非伝統的安全保障協力のさらなる発展に向けて

今日における国際組織犯罪に見られる最大の特色は，柔軟な国際ネット

ワーク網を活用した不可視的な活動にあることは先にも述べたとおりであ
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り，越境犯罪対策が長期間に渡って軽視されてきたなかで，組織的な非合

法活動は着実に発達を遂げ，問題の解決はより困難な状態に置かれている

のである80）。

これまでに多くの論者が指摘してきたとおり，東アジアにおける伝統的

安全保障をめぐる地域協力は，「地域的な課題は地域的な解決を」とする

意識が興隆するなかでも，必ずしも十全に機能してこなかった。いうまで

もなく，こうした状況は安全保障分野における東アジア地域主義の低調な

評価と無縁ではない。

もっとも，一義的な関心事としての地位を継続的に占めてきた伝統的な

脅威群に対する地域的安全保障は，非伝統的安全保障に対し，連続体とし

て不可分の状態に位置しながら一定の制約をもたらしてきたとはいえ，か

かる関係性が波及させる政治的作用の環流は双方向的なものでありえよう。

すなわち，これまで繰り返し論じてきたとおり，非伝統的安全保障は，対

象となる事象が非軍事的脅威であり，その対処法も非軍事的措置に限定さ

れることで関係国間における意見の対立化が抑制され，それは他面で，伝

統的な安全保障協力の従来の硬直的な展開を打破せしめることにつながっ

ていく可能性が考えられる。

その証左として，例えばスプラトリー諸島の領有権をめぐる係争国とし

て一定の緊張関係に置かれてきた中国と ASEAN 諸国が，2004年に非伝

統的安全保障領域における脅威に対処することを目的に，情報交換や人材

の交流ならびにトレーニング，共同研究等をめぐる相互協力の推進を取り

決めた了解覚書を打ち出していることは特筆に価しよう81）。拘束性には乏

しいながらも，こうした形態に基づく協力を通じて信頼醸成を蓄積するこ

とができれば，その延長線上で，容易に硬直状態に陥りがちな伝統的安全

保障に関わる地域協力に対して有益な効果を波及させる可能性は排除しき

れないはずである。すなわち，漸進的ながらも発達途上にあるといえる非

伝統的安全保障分野における地域協力は，地域単位における擬集性を深化

せしめうること，そしてより深層的に，個別国家の内政に対する配慮を決

非伝統的安全保障の理論的展開に関する分析（工藤)

251



定的な与件とした地域安全保障をめぐる伝統的な政策体系に一定の変動を

もたらしめうることが考えられよう82）。

そのうえで，ASEAN が具体的な国名は明示しないながらも，人身取引

をめぐる地域的対策において被害者の受け入れ国によるリーダーシップの

発揮に対する期待を示していることは注目されてよく83），日本が担いうる

役割も決して小さくはない。既知のとおり，戦後以降の日本においては，

アメリカとは対照的に，早期から広い意味合いに即して安全保障概念の検

討が重ねられ，政策化が図られてきた点に特色がある84）。これは，1970年

代に訪れた二度の石油危機とエネルギー確保に対する危機感のもとに形成

された経済安全保障を起点に，1980年代の大平内閣時代の総合安全保障，

1990年代の小渕内閣時代の人間の安全保障に継承され，発展を遂げてきた

ことが示唆するとおりである85）。

そうした歴史的系譜を踏まえて求められるのは，多義化する安全保障概

念を現実の政策に対して重層的に反映させていくことの必要性を確認し，

分岐的な状態に置かれている諸理論を有機的に連動させるという課題に対

処していくことである。すなわち，国際組織犯罪の安全保障化が人間の安

全保障と非伝統的安全保障によって相互作用的に促進されてきたことを忘

れてはならないし86），今後も複合的な対処を進めていくことが必要とされ

よう。その具体的な作用点は，さらに考察されるべき重要課題のひとつと

して捉えられてよい。

日本と近似して，戦後以降の ASEAN においても，1976年２月の第１

回 ASEAN 首脳会議で採択された「ASEAN 協和宣言」を契機に，スハル

ト元インドネシア共和国大統領によって提唱された「強靭性」（resil-

ience）の概念が地域における包括的な安全保障の中軸に据えられてきたこ

とを想起すれば，越境犯罪に対する地域協力を支える土壌は，ある程度備

えられているといってよいであろう87）。
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お わ り に

本稿では，脅威の源泉が多様化し，国際組織犯罪の一環である人身取引

が世界規模で台頭していること，そしてそれは，伝統的な国家中心の安全

保障概念においては分析対象になりえないこと，他面，人間の安全保障に

全面的に依拠するのみでも不十分であり，非伝統的安全保障論が補完性を

提供しうることを見た。

ポスト冷戦期を経て急激な勢いで顕在化している脅威の脱国家化は不可

逆的な現象にほかならず，いまさら国家レベルの領域に収縮させることが

できないのは誰の目にも明らかである。すなわち，これまでにグローバル

化がもたらす恩恵を享受しつづけてきた犯罪組織が，今後，その活動規模

を自然に収縮させるとは考えにくいと見るのが穏当であろう。グローバル

化の発達水準の予測が誰にとっても困難であるのと同様に，国際組織犯罪

が孕む潜在的な発達能力もまた予測不可能であり，現時点で楽観的な評価

を下すことは避ける必要がある。先にも指摘したとおり，東アジアにおい

ては伝統的な安全保障上の課題が未解消のままに残存し，地域秩序の安定

化を多分に阻害しているという状況を埒外にすることはありえないにせよ，

そうした単層的な政治背景のみに捉われて非伝統的な脅威に対処すること

の必要性を軽視するか，あるいは先延ばしにすることは，もはや現実性を

欠いているといわなければならない。

いまだ多くの不完全性が認められるとはいえ，人身取引を安全保障政策

の課題とする認識が深化しているのは確かであり，それを支える柱のひと

つとして非伝統的安全保障理論の確立と実践をさらに追求していくことの

意義は小さくないといってよい。

1) K・クラウスと M・ウィリアムスは，「拡大と深化」の潮流を以下のとおり観察した。

すなわち，「拡大」は安全保障上の潜在的な脅威を広範に対象化していくこと，「深化」

は安全保障上の客体を個人や人間集団，あるいは国際，グローバル，社会，地域レベル
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